11月 22日　　　 第6回  16（８）、17 (１３）、18（８）、-19章（１０）
　　　　　　第16章１－３小林　４－５田村　６－７高島
　　　　　　第17章１－２長瀬　３－４鹿山　５－６渡辺
　　　　　　第18章１－３板持　４－６樋口
　　　　　　第19章１－２長屋　３－４板持
◎第16章から第19章までの要点
　準拠法選択に関する伝統的ルールは、1950年代のニュー･ヨーク州に始まり、新しいアプローチに取って代わられていく。まず、ニュー･ヨーク州裁判所がニュー･ヨーク･ルールを作り上げるが、他州はそれに追随したわけではなく、利益分析手法がそこから生まれ、不適用によるそれぞれの州の損害比較ルールなど、現代的アプローチが多様に展開することになった。
第16章　ニュー･ヨーク･アプローチ
◎ニュー･ヨーク州では一連の判例で1950年代から80年代にかけて、新しい準拠法選択に関するルールを作り上げた。好意同乗者法の適用に関する判例が大きな力となった。しかし、そのルールには欠陥もあり、他の州は追随していない。
１　Legal terms
  separation agreement
  center of gravity
  paternity, support
  guest statute 
  collusive claims
  charitable immuity
　contribution
　
２　Cases
  Auten v. Auten, 142 N.E.2d 99 (N.Y. 1954)
  Haag v. Barnes, 175 N.E.2d 441 (N.Y. 1961)
  Babcock v. Jackson, 191 N.E.2d 279 (N.Y. 1963)
  Dym v. Gordon, 209 N.E.2d 792 (N.Y. 1965)
  Tooker v. Lopez, 249 N.E.2d 394 (N.Y. 1969)
  Neumeier v. Kuehner, 286 N.E.2d 454 (1972)
  Schulz v. Boy Scouts of America, Inc., 480 N.E.2d 679 (N.Y. 1985)
  Padula v Lilarn Properties Corp., 644 N.E.2d 1001 (N.Y. 1994)
  Cooney v. Osgood Machinery, Inc., 612 N.E.2d 277 (N.Y. 1993)
３　第16章　ニュー･ヨーク州準拠法ルールの形成
１）1950年代から1980年代にかけての一連の判例でルールが形成された。それまでの伝統的ルールを形式的に適用するのをやめて新しいルールを作ろうとする精神に支えられていたが、最初の事例は従来のルールでも同じ結果が導けたものだった。
２）Neumeier 判決でまとめられたルールは
　　①当事者に共通のドミサイルがあればそのドミサイルの地の法
　　②被告がそのドミサイルの地で行為し，責任がその地で問われないなら、そのドミサイルの地の法。原告そのドミサイルの地で損害を負い、その地で賠償が認められるのなら、そのドミサイルの地の法。
　　③その他のケースでは原則として事故の地の法。
３）これは好意同乗者法に関する事例から抽出されたもので、損害の負担に関して焦点があてられた訴訟で適用された。行為規制に関する法に焦点があてられた事案では、その行為がなされた地の法が適用されるとされ、損害負担事例か、行為規範事例かで大きく取扱いを異にすることになった。
４　練習問題
　　　　　　第16章１－３小林　４－５田村　６－７高島
①ニュー･ヨーク州民2人がポメラシアへ旅行。そこでアップル・パイを作るが、リンゴが腐っていて他方が病気に。ポメラシアでは厳格責任。ニュー･ヨーク州は過失責任。ニュー･ヨーク州裁判所の準拠法は？
　これは注意義務の基準であり、行為規制規範であるため、行為地法（ポメラシア法）。
②同じ事案でポメラシア法では損害賠償額を1420ドルまでに限定。
　　ニュー･ヨーク州裁判所は、これは損害負担ルールだとして、ニュー･ヨーク州法を適用する。
③ポメラシア法では、配偶者間不法行為免責を規定。
　　これも損害負担ルールであり、ニュー･ヨーク州法を適用する。
④Frannyはブレーキの故障によりZooeyと衝突した。2人とも事故が起こったEast Carolina在住。Frannyの保険会社はZooeyと和解し、不良ブレーキの原因であるSB社からその支払い分を回収しようとする。保険会社、SB社ともニュー・ヨークの会社である。ニュー・ヨーク州法は不法行為者についての求償を許しているが、East Carolina法は公序に反するとして禁止している。どの法が適用されるか？
　これは損害負担ルールなので、当事者の共通のドミサイルがあるニュー・ヨーク州法が適用される。求償は可能となる。
⑤Autokria国民である被告は、訪問先のニューヨークで同じくAutokria国民であるStinker将軍を非難する発言をした。発言はAutokriaで報道され、将軍の評判を傷つけた。Autokria法では、合法的な暴力を理由に軍の役人を告発することは原則として違法。ニュー・ヨーク州と合衆国の法では、被告の発言が真実であるから訴えられることはない。ニュー・ヨーク法の目的は言論の自由の保護にある。Stinker将軍はAutokria法が適用されるべきとして、被告をニュー・ヨークで訴える。どの法が適用されるか？
　ニュー・ヨーク州法が適用される。言論の自由を保護する法は行為規範であるため。
⑥ニュー･ヨーク市民がモルドー国へ行く途中でオハイオ州民を乗せてあげる。モルドー国で居眠り事故。モルドーでは、好意同乗者法により悪意なき限り賠償責任なし。オハイオ州民がニュー･ヨーク州裁判所で訴訟提起。
　ニュー･ヨーク州裁判所は、原則なら、モルドー法適用だが，その例外にあたるとしてオハイオ州法を適用する。このケースは、両方が同じドミサイルにあるケースと類推できる.どちらの州法も、好意同乗者法はないので。
⑦オハイオ州民はシートベルトをしていないで事故。モルドー法では、それは過失になり、過失相殺では、原告の過失が10％以上あると賠償責任なし。ニュー･ヨーク州裁判所では準拠法は？　モルドー以外では純粋比較過失。
　これは、損害負担ルールだという先例があるので、⑥と同様の分析になり、原則の例外にあたるとして、オハイオ州法適用になる。
第17章　利益分析(interest analysis)
◎現代的アプローチについて、Currie 教授による利益分析が大きな影響を与えた。法廷地の利益(governmental interest)を中心とする準拠法選択ルールである。ただし、それを採用するのは3州のみであり、批判もある。
１　legal terms
  legal realsm, legal positivist
　
２　Cases
  Babcock v. Jackson, 191 N.E.2d 279 (N.Y. 1963)
  Tooker v. Lopez, 249 N.E.2d 394 (N.Y. 1969)
３　第17章　カリー教授の利益分析法
１）①裁判所はその属する州（国）の政策を実現する機関。原則は法廷地法の適用。
　　②当事者が他州法の適用を主張する場合であっても、法廷地法の適用がその州の政策を実現できる場合には法廷地法。
  　③法定法を適用しても政策実現がなされないケースでは他州（他国）の法の適用。
２）実際の適用準則としては、True conflicts の場合は法廷地法。False conflicts の場合は、利益のある州法。どこの州も利益のないケースでは，法廷地法。
３）損害負担ルールと行為規制ルールとの関係では次のルール。
　　①損害負担ルールについては、共通のドミサイルがあればその地の法（その地しか利益がないはずだから）。このルールは大多数の州が採用するに至った。
　　②行為規制ルールについては、法廷地での行為については法廷地法が適用になる。これはその州の政策実現のため。
４）これらの利益分析については賛否。
４　練習問題
　　　　　　第17章１－２長瀬　３－４鹿山　５－６渡辺
①赤点の答案。ECの州民がWCで乗馬訓練。その最中に落馬事故。ECでは乗馬訓練中の事故は不法行為免責。WCにはそのような制定法なし。ECで提訴。
　これはFalse conflictsのケース。ECには利益なし（不法行為免責は、同じ州内での行為について一定のインセンティブを与えるにすぎない）。WCには利益あり（通常の過失による不法行為法の適用）。
②問題答案。ここでは州の利益を比較している。利益分析はそういうものではない。利益の衝突があるか否かだけが問題。あれば法廷地法。
③A国の夫婦が、C国の銀行で融資を受け、妻が夫の保証人となる。A国では妻は契約能力なしで取り消し可能。C国では妻も能力あり。
　これはtrue conflictsのケースであり、A国で訴訟が提起されれば、A国法。しかし、C国で提訴されるとC国法となる。法廷地漁りが生ずる実例となる。
④N国の夫婦がO国で家を購入。妻が夫の保証人となる。O国では妻は契約能力なしで取り消し可能。N国では契約能力あり。N国で提訴。
　これはFalse conflicts の例とされている。O国による妻の保護はO国にドミサイルのある人だけが対象。したがって利益をもつのはN国だけ。N国法が適用になり、妻は保護されないことになる。
　法廷地法の適用が、当事者に不利に働くこともあるという実例。
⑤A州に住むBabsとJackは車でB州に旅行に行った。その途中B州に入ったところでJackは過失により事故を起こしBabsを怪我させた。BabsはA州でJackを訴えたが、JackはB州がguest statueを採用することで、好意同乗者が運転手の過失を理由に訴えることに抗弁を与えているのを根拠に対抗した。B州の判例はこの法を不正な訴えから保険会社を守るためのものだと説明している。Jackの車はA州で登録されており、A州はguest statueを採用せずinterest analysisを採用している。
　これはfalse conflicts の例であり、interest analysisの下ではA州裁判所はguest statueではなく法廷地法を採用すべきだ。B州はguest statueを不正な訴えをさせないために作ったのであり、A州の車が起こした事故に適用することに関心はない。しかし、A州は怪我をした住人にこの過失を罰さない法を適用することで補償することに関心があるのだ。
　B州で提訴された場合、しかし、B州が適用したくないこの法を実際には適用してしまう可能性はある！？。利益分析が難しいという例となる。
⑥SamとDaveはH州で生まれ育ちA州の大学に入った。彼らは大学で出会い、恋に落ち三年間をA州で過ごしたがdomicileはH州のままだった。ある夜2人はA州の田舎へドライブに行きDaveは事故を起こし電柱に車をぶつけた。重傷を負ったSamはDaveをH州で民事で訴えを起こそうとしている。H州はguest statueを採用してはいないが、A州は採用しておりそれは訴訟から運転手を守るためだとされている。H州はinterest analysisを採用している。彼らはguest statueを認めるのか？
　これはFalse conflictsの事例であり、Interest analysisはguest statueを適用すべきでないとする。A州はdomicileが別の州にある運転手である被告を保護することに関心はないが、一方でH州はdomicileをそこに持つ原告を補償したい。
　この事案はinterest analysisがどれほど厳格にドミサイルを重視しているかを示してくれる。A州はそこに長い間住みかなりお金を落としてくれている学生に法を適用させたいのではと思うかもしれない。しかしinterest analysisは州の関心を決めるためにはdomicileをオールオアナッシングで考える傾向にある。
第18章
◎カリー教授の利益分析は、少しでも法廷地州に利益があればそれを適用することになるので、それよりも多大な利益のある州法が適用できないという難点があった。それによって、他州がとる政策判断を考慮に入れず、それに基づく当事者の期待をまったく無視することになった。バクスター教授はこのような難点を解決する手法として、true conflictsのケースでは、それぞれの州法が不適用の場合に損なわれる利益（損害）を比較して大きい方の州法を選択するという修正案を提起した。法の阻害度比較ルール(comparative impairment)である。カリフォルニア州とルイジアナ州で採用されている。これに従うなら，どこの州に提訴されても同じ準拠法となる。
１　legal terms
  misdemeanor
  spendthrift
  spousal immunity
２　Cases
  Bernhard v. Harrah's Club, 546 P.2d 719 (Cal. 1976)
　Lilienthal v. Kaufman, 395 P.2d 543 (Or. 1964)
　Offshore Rental Co. v. Continental Oil Co., 583 P.2d 721 (Cal. 1978)
３ 第18章　法の阻害度比較ルール
　直接的に政策の優劣を比較するのでなく、それが適用されない場合の損害（阻害度）を比較するという形で、裁判所が政策判断する度合いを間接的にし、しかも法廷地法優先ということにせずに、同じ準拠法が選択されるという統一に資するという点でも、バクスター教授の修正案は優れていた。だが、最大の問題は、阻害度の比較であり、この段階で曖昧さが伴った。阻害度判断に入れていけない要素でも難しさがあった。
  他の教授たちもいくつかの提案をしている。Weintraub教授は、共通の政策部分に焦点をあててその部分で準拠法を定めるという提案をし、Richman & Reynolds 両教授は、直接にそれぞれの州のとる政策の優劣で決めるべきだとする。だが、これらはどの州も採用していない。
４　練習問題
　　　　　　第18章１－３板持　４－６樋口
①P国の夫婦がED国のホテルで水泳中、事故を起こす（一方が加害者で他方が被害者）。帰国後にP国で提訴。EDでは配偶者不法行為免責法理あり。バクスター教授の法理では？
　実はこれはfalse conflicts のケースであり、したがってP国法が適用される。バクスター教授の法理もTrue conflicts についての修正法理。
②良の答案。A国のAがC国に行き、そこでの政治的討論で、C国のCを嘘つきとののしる。CがA国において名誉毀損で提訴。C国では名誉毀損、A国では表現の自由。
　A国の裁判所では、まずtrue conflicts があるか否かを問題とする。本件ではそれがある。その場合、それぞれの法が適用されないために法の阻害度を比較する。C国の損害は大きいのに対し、A国では、C国においてなされた表現であり、被害者もC国民であるために、不適用の阻害度は一定の限度にとどまる。
③I国のカジノで酔っぱらったI国民が、隣国Sのガールフレンドを訪ねる途中、酔っ払い運転でI国民にけがを負わせた。S国では、カジノの責任を認め、I国ではカジノは無責任とする制定法あり。S国で提訴された訴訟では？
　これがTrue Conflicts のケースであることを確認したうえで、それぞれの法が不適用の場合の阻害度を考慮し比較する。本件では、I国法の阻害度が大きい。
④教会BCはED州設立の宗教法人。Dを運転手として雇うも、十分経歴調べず。DはWD州でM（WD州民）とF（ED州民）を轢いてけがをさせる。EDでは公益団体の不法行為免責法理あり。提訴はWD州。請求原因は代位責任と、雇用の際の過失（後者はEDでは認めず）
　解答にミスあり
第19章　レフラー教授の法理
◎5つの要素の総合判断で準急法選択をとするRobert A. Leflar教授の提案は1960年代に一世を風靡した。よりよい法の選択をという率直な提案だった。3州がそれを採用した。
１　legal terms
　contributory negligence, comparative negligence
  dramshop law
２  cases
　Jepson v. General Gas. Co. of Wisconsin, 513 N.W.2d 467, 473 (Minn. 1994)
  Clark v. Clark, 222 A.2d 205 (N.H. 1966)
  Mikovich v. Saari, 203 N.W.2d 408 (Minn. 1973)
３ レフラー教授は、実際の裁判例の分析から導けるものとして5つの基準を提起した。さらに、関係州の法政策ではなく、もっと具体的に、いずれの州法を準拠法とするとどのような結果になるかを問題とすべきだ（実は問題としている）と論じた。
　5つの要素とは、①結果の予測可能性　②州際（国際）秩序の維持　③裁判所の任務･作業の簡素化　④法廷地州の利益の促進　⑤よりよい法の適用　である。特に最後の点が決めてとなって、better law approachと呼ばれるようになる。
　このアプローチの難点は、いずれがよいかをどうやって決めるか、5つの要素の重要度の決め方などだった。
４　練習問題
　　第19章１－２長屋　３－４板持
①B国のPが犬を轢かないために急停車。ブレーキランプがつかずに、L国のCが追突。どちらにも過失あり。L国では寄与過失、B国では比較過失。
　PがB国で提訴。Cは寄与過失の抗弁を出した。
　B国では、よりよい法を適用して比較過失。
②逆に、PがL国で提訴したら？
　L国では、よりよい法として寄与過失を適用する可能性あり。
③X国ではdramshop law（酒類販売業者責任法）あり。Y国にはなし。
　X国の売り主SがDに酒を売り、DがY国で事故を起こす。被害者はY国のV。
　VがX国で提訴したら？
　レフラー教授自身があげている例であり、要素④と⑤によりいずれもX法が適用になることを指示する。
④VがY国で提訴したら？
　レフラー教授によれば、おそらくY裁判所もX国法を適用する。
　ただし、これは1960年代の気分を映しており、1990年代以降はむしろ責任限定の動きあり。
